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１．研究の背景と目的  

 近年我が国では，地震や津波，土砂災害等の多様な災害が発生している．東日本大震災時，公的備蓄では被災者

の需要に対応できなかったことが報告 1)されており，災害時の公助に頼らない食料の調達が求められる．さらに，

平成 28 年熊本地震時，コンビニ各社によって地震翌日にはおにぎり等の食品の供給がなされたことが報告 2)されて

いる．これより，被災直後の食において，家庭で買い置かれている食料やコンビニエンスストアやスーパー等の小

売店の食料といった地域に存在する食料を活用した，住民による災害時の自助・共助の検討が必要である．本研究

では家庭の平時の買い置き品，そして小売店の食料の調査より，災害時にどれだけの食料が地域に存在するか分析

し，災害時の自助・共助の可能性の検討を行うことを目的とする． 

２．既往研究  

 近年，家庭でのローリングストック等が推奨 3)されている．また，坂本ら 4)は兵庫県において災害に備えた食料

備蓄に関する意識調査を行い，備蓄の現状に関して分析している．しかし，平時の家庭に存在する食料の災害時活

用がどの程度実現可能かに関して，家庭の買い置き品の詳細な調査分析に基づいた提案はされていない．また，小

売店の食料調査を行ったものとして，岩本ら 5)の，災害時のコンビニエンスストアの活用について川崎市を対象に

ケーススタディを行ったものがあるが，これは飲料のみの分析である．小売店の食料，家庭の買い置き品を含めた

地域全体に存在する食料の災害時活用の検討を行う必要がある． 

３．家庭の買い置き品に関するアンケート調査の概要  

 石川県金沢市，東京都足立区を対象にアンケートを実施した．石川県における調査は平成 26 年 10 月に実施し，

配布枚数は 5000 枚，回収数は 419 枚（8％）である．東京都における調査は平成 27 年 10月に実施し，配布枚数は

9500 枚，回収数は 397 枚（4％）である．調査では，個人属性，冷蔵庫の中身・保存食等の量等の設問を設けた． 

４．原単位の算出  

 アンケート調査における，平時の家庭に存在する食料の記入結果より食料原単位を算出した．本研究では，食料

原単位を 1 世帯あたりに平時に存在する食料の量と定義し，アンケートに記入された食材の世帯あたりの平均値を

算出した．肉・魚介類・野菜・穀類（米，麺類，パン等）・缶詰・水の原単位を図-1～図-4 に示す．肉・魚介類・

野菜・穀類・缶詰については東京よりも金沢の方が多くの食料が存在するという結果となった．これは，金沢に比

べて東京は単身世帯が多いことが影響していると考えられる．一方，水については東京の方が多い結果となってい

る．水道水の味や安全性に関して北陸より関東の方が否定的な印象を抱いていることが報告 6)されており，東京の

方が平時よりペットボトルの水を買い置き，飲用している人が多いことが影響していると考えられる． 

５．小売店の食料調査  

 コンビニエンスストア，スーパー等の小売店を対象に店舗に存在する食料の量に関する調査を行った．調査の方

法は，ヒアリング調査とともに，店頭の商品の写真を撮影し，食品の品目や数量の把握を行った．（図-5，図-6）こ

れより，1 店舗あたりに存在する食料の量を示すコンビニエンスストア原単位，スーパー原単位の算出を行った． 
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図-1 肉・魚介類・野菜原単位 
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図-3 缶詰原単位 

 

図-5 コンビニエンスストア調査 
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図-2 穀類原単位 
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図-4 水原単位 

 

図-6 スーパー調査 

６．まとめと今後の課題  

 過去の被災事例からも、被災直後の食において、各家庭や小売店の食料を用いた住民による自助・共助が重要で

ある．地方都市である金沢と大都市である東京の 2 都市において，平時の家庭の買い置き品に関するアンケート調

査を実施した．これより肉・魚介類・野菜・穀類（米等）・缶詰・水の食料原単位を算出した．平時に 1 世帯あたり

に存在する食料は東京よりも金沢の方が多く存在することが明らかとなった．さらに，コンビニエンスストア，ス

ーパーの食料を調査し，小売店舗における食料原単位の算出を行った．今後，これら地域全体に存在する食料の量

を考慮し，大規模地震災害を想定した食料シミュレーションを行うことで，地域に存在する食料の活用による災害

時の自助・共助の可能性の検討を行う． 
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